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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　送信信号を送信する送信アンテナと、
　前記送信信号の反射波を受信信号としてそれぞれ受信する複数の受信アンテナと、
　前記複数の受信アンテナ間でのそれぞれ受信される受信信号の位相差に基づいてターゲ
ットの方位を検出するターゲット方位検出手段と、
　前記複数の受信アンテナで受信される受信信号の周波数スペクトラムのピーク周波数前
後の所定周波数範囲において前記位相差の最大値と最小値との差が所定値以上である場合
に、該受信信号の何れかに位相反転が生じていると判別する位相反転判別手段と、
　前記位相反転判別手段により前記位相反転が生じていると判別される場合に、前記位相
差に基づく前記方位をターゲット方位として用いない検出対象除外手段と、
　を備えることを特徴とする位相モノパルスレーダ装置。
【請求項２】
　送信信号を送信する送信アンテナと、
　前記送信信号の反射波を受信信号としてそれぞれ受信する複数の受信アンテナと、
　前記複数の受信アンテナ間でのそれぞれ受信される受信信号の位相差に基づいてターゲ
ットの方位を検出するターゲット方位検出手段と、
　前記受信アンテナごとの、受信される受信信号の周波数スペクトラムのピーク周波数前
後の所定周波数範囲における受信信号の位相変化量を積算した積算値の差が所定値以上で
ある場合に、該受信信号の何れかに位相反転が生じていると判別する位相反転判別手段と
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、
　前記位相反転判別手段により前記位相反転が生じていると判別される場合に、前記位相
差に基づく前記方位をターゲット方位として用いない検出対象除外手段と、
　を備えることを特徴とする位相モノパルスレーダ装置。
【請求項３】
　送信信号を送信する送信アンテナと、
　前記送信信号の反射波を受信信号としてそれぞれ受信する複数の受信アンテナと、
　前記複数の受信アンテナ間でのそれぞれ受信される受信信号の位相差に基づいてターゲ
ットの方位を検出するターゲット方位検出手段と、
　前記複数の受信アンテナで受信される受信信号の周波数スペクトラムのピーク周波数前
後の所定周波数範囲において該受信信号の何れかに周波数推移に対する位相反転が生じて
いるか否かを判別する位相反転判別手段と、
　前記位相反転判別手段により前記位相反転が生じていると判別される場合に、前記位相
差に基づく前記方位をターゲット方位として用いない検出対象除外手段と、
　を備えることを特徴とする位相モノパルスレーダ装置。
【請求項４】
　前記検出対象除外手段は、前記位相反転判別手段により前記位相反転が生じていると判
別される場合に、前記複数の受信アンテナで受信される受信信号を、前記ターゲット方位
検出手段による方位検出対象から除外することを特徴とする請求項１乃至３の何れか一項
記載の位相モノパルスレーダ装置。
【請求項５】
　前記ピーク周波数に基づいてターゲットまでの距離を検出するターゲット距離検出手段
を備えることを特徴とする請求項１乃至４の何れか一項記載の位相モノパルスレーダ装置
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、位相モノパルスレーダ装置に係り、特に、複数の受信アンテナ間でのそれぞ
れ受信された受信信号の位相差に基づいてターゲットの方位を検出するうえで好適な位相
モノパルスレーダ装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、送信信号を送信する送信アンテナと、送信信号がターゲットで反射された反射波
を受信信号としてそれぞれ受信する複数の受信アンテナと、を備える位相モノパルスレー
ダ装置が知られている（例えば、特許文献１参照）。位相モノパルスレーダ装置は、複数
の受信アンテナでそれぞれ送信信号の反射波を受信して、それら複数の受信アンテナ間で
の受信信号の位相差を演算し、その演算した位相差に基づいてターゲットの方位を検出す
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００３－２４８０５４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、送信信号が同一ターゲットの複数の異なる箇所（例えば、２つの反射点）で
反射した場合、各受信アンテナはそれぞれ、それらの反射点で反射した反射波を受信信号
としてそれぞれ受信する。この際、複数の受信アンテナに受信される受信信号はそれぞれ
、反射点ごとの反射波が合成されたものとなる。反射点ごとの反射波がそれぞれ低周波の
ビート信号に変換されて高速フーリエ変換（ＦＦＴ）処理されると、各周波数スペクトラ
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ム間では、反射波のビート周波数のうち振幅ピークが生じるピーク周波数が互いに異なる
ものとなる。
【０００５】
　各反射点までの距離の差がレーダ装置の有する距離分解能以下の差である場合は、反射
点ごとの反射波のビート信号の振幅の周波数スペクトラムの領域が互いに重なり合う。か
かる事態が発生する場合、位相モノパルスレーダ装置において、各反射点からの反射波が
合成されて受信信号として受信されると、受信アンテナ側からはそれら２つの反射点の中
間に位置する方位から反射波が反射してきたように見えるのが一般的である。
【０００６】
　しかし、反射点とレーダ装置との距離が変化する状況において、２つの反射点からの反
射波同士が干渉することなどに起因して、受信アンテナ側からはそれら２つの反射点の中
間に位置する方位とは大きく異なる方位から反射波が反射してきたように見えることがあ
る。かかる事態が発生したときに、その２つの反射点の間の方位とは大きく異なる方位に
ターゲットが存在していると判定するものとすると、ターゲット方位が誤検知されるので
、ターゲット位置が誤検知され、その後の処理を適切に継続することができなくなってし
まう。
【０００７】
　本発明は、上述の点に鑑みてなされたものであり、ターゲット方位の検知精度を向上さ
せた位相モノパルスレーダ装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記の目的は、送信信号を送信する送信アンテナと、前記送信信号の反射波を受信信号
としてそれぞれ受信する複数の受信アンテナと、前記複数の受信アンテナ間でのそれぞれ
受信される受信信号の位相差に基づいてターゲットの方位を検出するターゲット方位検出
手段と、前記複数の受信アンテナで受信される受信信号の周波数スペクトラムのピーク周
波数前後の所定周波数範囲において前記位相差の最大値と最小値との差が所定値以上であ
る場合に、該受信信号の何れかに位相反転が生じていると判別する位相反転判別手段と、
前記位相反転判別手段により前記位相反転が生じていると判別される場合に、前記位相差
に基づく前記方位をターゲット方位として用いない検出対象除外手段と、を備える位相モ
ノパルスレーダ装置により達成される。
　また、上記の目的は、送信信号を送信する送信アンテナと、前記送信信号の反射波を受
信信号としてそれぞれ受信する複数の受信アンテナと、前記複数の受信アンテナ間でのそ
れぞれ受信される受信信号の位相差に基づいてターゲットの方位を検出するターゲット方
位検出手段と、前記受信アンテナごとの、受信される受信信号の周波数スペクトラムのピ
ーク周波数前後の所定周波数範囲における受信信号の位相変化量を積算した積算値の差が
所定値以上である場合に、該受信信号の何れかに位相反転が生じていると判別する位相反
転判別手段と、前記位相反転判別手段により前記位相反転が生じていると判別される場合
に、前記位相差に基づく前記方位をターゲット方位として用いない検出対象除外手段と、
を備える位相モノパルスレーダ装置により達成される。
　また、上記の目的は、送信信号を送信する送信アンテナと、前記送信信号の反射波を受
信信号としてそれぞれ受信する複数の受信アンテナと、前記複数の受信アンテナ間でのそ
れぞれ受信される受信信号の位相差に基づいてターゲットの方位を検出するターゲット方
位検出手段と、前記複数の受信アンテナで受信される受信信号の周波数スペクトラムのピ
ーク周波数前後の所定周波数範囲において該受信信号の何れかに周波数推移に対する位相
反転が生じているか否かを判別する位相反転判別手段と、前記位相反転判別手段により前
記位相反転が生じていると判別される場合に、前記位相差に基づく前記方位をターゲット
方位として用いない検出対象除外手段と、を備える位相モノパルスレーダ装置により達成
される。
【発明の効果】
【０００９】
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　本発明によれば、ターゲット方位の検知精度を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の第１実施例である位相モノパルスレーダ装置のブロック構成図である。
【図２】本実施例の位相モノパルスレーダ装置において実行される方位検出処理を説明す
るための図である。
【図３】位相モノパルスレーダ装置において方位検出に誤差が発生する現象を説明するた
めの図である。
【図４】送信信号を反射するターゲットの反射点が２箇所存在する場合に、各反射点から
の反射波を受信して得られる受信信号のビート信号の振幅及び位相、並びに、各反射点か
らの受信信号を合成した合成波の振幅及び位相を表した図である。
【図５】本実施例の位相モノパルスレーダ装置において実行される制御ルーチンの一例の
フローチャートである。
【図６】両受信アンテナ間での各反射点からの反射波を合成した受信信号の位相差の、周
波数に対する変化を、受信信号のピーク周波数近傍で位相反転が生じていない場合（Ａ）
と生じている場合（Ｂ）とで比較した図である。
【図７】本実施例の位相モノパルスレーダ装置による効果を説明するための図である。
【図８】本発明の第２実施例である位相モノパルスレーダ装置のブロック構成図である。
【図９】両受信アンテナでの各反射点からの反射波を合成した受信信号の位相の、ピーク
周波数ｆｒ近傍の周波数に対する変化を、受信信号のピーク周波数近傍で位相反転が生じ
ていない場合（Ａ）と生じている場合（Ｂ）とで比較したフェーザ表示図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、図面を用いて、本発明に係る位相モノパルスレーダ装置の具体的な実施の形態に
ついて説明する。
【実施例１】
【００１２】
　図１は、本発明の第１実施例である位相モノパルスレーダ装置１０のブロック構成図を
示す。本実施例の位相モノパルスレーダ装置１０は、例えば車両に搭載されており、自車
両の周囲（前方や後方，側方など）に存在するターゲット（目標物）の距離と方位（角度
）θとを検出する。位相モノパルスレーダ装置１０は、自車両に対するターゲットの位置
（距離及び方位）を検出する例えばＦＭ－ＣＷ方式のミリ波レーダ装置に適用される。
【００１３】
　図１に示す如く、位相モノパルスレーダ装置１０は、送信信号を送信する送信アンテナ
１２と、送信信号の反射波を受信信号として受信する受信アンテナ１４と、を備えている
。送信アンテナ１２には、発振器１６を介して信号生成回路１８が接続されている。信号
生成回路１８は、発振器１６を制御して所望の送信信号を生成し、その生成した送信信号
を送信アンテナ１２から送信させる。送信信号は、送信アンテナ１２から自車両周辺の所
定検知領域内に送信される。自車両周辺の所定検知領域内にターゲットが存在すると、送
信アンテナ１２から送信された送信信号は、そのターゲットに反射して自位相モノパルス
レーダ装置１０に戻ってくる。
【００１４】
　上記した受信アンテナ１４は、２つの受信アンテナ１４－１，１４－２からなる。すな
わち、位相モノパルスレーダ装置１０は、２つの受信アンテナ１４－１，１４－２を備え
ている。受信アンテナ１４－１と受信アンテナ１４－２とは、水平方向に所定距離ｄだけ
離れて配置されている。送信アンテナ１２からの送信信号がターゲットで反射すると、そ
の反射波は、２つの受信アンテナ１４－１，１４－２に受信信号として受信される。
【００１５】
　受信アンテナ１４－１には高周波（ＲＦ）回路２０－１が、また、受信アンテナ１４－
２には高周波回路２０－２が、それぞれ接続されている。各高周波回路２０－１，２０－
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て低周波のビート信号に変換する。ＲＦ回路２０－１にはＦＦＴ処理部（信号解析部）２
２－１が、また、ＲＦ回路２０－２にはＦＦＴ処理部２２－２が、それぞれ接続されてい
る。各ＦＦＴ処理部２２－１，２２－２はそれぞれ、高周波回路２０－１，２０－２から
のビート信号についてＦＦＴ（高速フーリエ変換）処理を行う。かかるＦＦＴ処理が行わ
れると、周波数ごとのビート信号の振幅｜ｕ｜及び位相∠ｕを表す周波数スペクトラムが
生成される。
【００１６】
　ＦＦＴ処理部２２－１，２２－２には、ターゲット検出部２４が接続されている。ター
ゲット検出部２４は、ピーク検出部２６及び位相差検出部２８を有している。ピーク検出
部２６には、各ＦＦＴ処理部２２－１，２２－２それぞれで得られた、周波数ごとの振幅
｜ｕ｜を示す周波数スペクトラムデータが供給される。ピーク検出部２６は、受信アンテ
ナ１４－１，１４－２に受信される受信信号ごとの周波数スペクトラムデータに基づいて
、受信アンテナ１４－１，１４－２に受信される受信信号のビート信号の周波数ごとの振
幅｜ｕ｜を検出し、振幅がピークとなるピーク周波数を算出する。
【００１７】
　また、位相差検出部２８には、各ＦＦＴ処理部２２－１，２２－２それぞれで得られた
、周波数ごとの位相∠ｕを示す周波数スペクトラムデータが供給される。位相差検出部２
８は、受信アンテナ１４－１，１４－２に受信される受信信号ごとの周波数スペクトラム
データに基づいて、受信アンテナ１４－１，１４－２に受信される各受信信号のビート信
号の位相の差分（位相差）Δφを算出する。
【００１８】
　ターゲット検出部２４は、受信アンテナ１４－１，１４－２に受信される受信信号のビ
ート信号のピーク周波数に基づいて、自車両からターゲットまでの距離を検出すると共に
、受信アンテナ１４－１，１４－２に受信される各受信信号のビート信号の位相差Δφに
基づいて、自車両周囲に存在するターゲットの方位（角度）θを検出する。
【００１９】
　ターゲット検出部２４は、また、ピーク検出部２６及び位相差検出部２８に接続される
位相反転検出部３０を有している。位相反転検出部３０には、受信アンテナ１４－１，１
４－２での受信信号のピーク周波数データ及び両受信信号の位相差Δφデータが供給され
る。位相反転検出部３０は、それらのピーク周波数及び位相差Δφに基づいて、ピーク周
波数近傍で両受信信号のうち何れか一方の受信信号に位相反転が生じているか否かを検出
する。
【００２０】
　図２は、本実施例の位相モノパルスレーダ装置１０において実行される方位検出処理を
説明するための図を示す。尚、図２（Ａ）には２つの受信アンテナ１４－１，１４－２間
の受信位相差Δφと方位θとの関係を、また、図２（Ｂ）には２つの受信アンテナ１４－
１，１４－２間の受信位相差φのベクトル表示を、それぞれ示す。
【００２１】
　受信アンテナ１４－１，１４－２での２つのビート信号の位相差Δφは、次式（１）で
表される。但し、λは電波の波長であり、ｄは受信アンテナ１４－１，１４－２間の距離
である。
【００２２】
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【数１】

　また、各受信アンテナ１４－１，１４－２のビート信号をＦＦＴ処理した後のピーク周
波数の位相は、図２（Ｂ）に示す如く実数／虚数軸上でベクトル表現されるので（ベクト
ルＡ及びベクトルＢ）、２つの受信アンテナ１４－１，１４－２間の受信位相差Δφは、
次式（２）で表される。
【００２３】

【数２】

　従って、本実施例において、ターゲット検出部２４は、上記（１）式及び（２）式より
求まる次式（３）に従って、ターゲットの方位（角度）θを検出する。
【００２４】
【数３】

　図３は、位相モノパルスレーダ装置において方位検出に誤差が発生する現象を説明する
ための図を示す。また、図４は、送信信号を反射するターゲットの反射点が２箇所存在す
る場合に、各反射点からの反射波を受信して得られる受信信号のビート信号の振幅及び位
相、並びに、各反射点からの受信信号を合成した合成波の振幅及び位相を表した図を示す
。
【００２５】
　位相モノパルスレーダ装置１０において、送信アンテナ１２から送信された送信信号が
同一ターゲット４０の複数の異なる箇所（以下、反射点Ｐ及び反射点Ｑとする。）で反射
した場合、それらの各反射点Ｐ，Ｑで反射した反射波はそれぞれ、各受信アンテナ１４－
１，１４－２に受信信号として受信される。反射点Ｐ，Ｑごとの反射波がそれぞれビート
信号に変換されてＦＦＴ処理されると、図４（Ａ）に示す如く、各周波数スペクトルでは
反射点Ｐ，Ｑごとに振幅ピークが現れて、それらの振幅ピークが生じるピーク周波数ｆｐ
，ｆｑが互いに異なるものとなる。
【００２６】
　自レーダ装置１０と反射点Ｐとの距離と自レーダ装置１０と反射点Ｑとの距離との差が
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自レーダ装置１０の有する距離分解能以下の差である場合は、図４（Ａ）に示す如く、各
反射点Ｐ，Ｑからの反射波のビート信号の周波数スペクトラムの領域が互いに重なり合う
。かかる状況においては、受信アンテナ１４－１，１４－２に実際に受信される受信信号
が、各反射点Ｐ，Ｑからの反射波を合成した合成波であるので、その実際の受信信号のビ
ート信号の周波数スペクトルでは、上記したピーク周波数ｆｐ，ｆｑの中間の周波数ｆｒ
で振幅ピークが生じるようになる。
【００２７】
　各反射点Ｐ，Ｑからの反射波を合成した受信信号のピーク周波数ｆｒ前後において、両
受信アンテナ１４－１，１４－２の受信信号の位相は共にあまり大きく変化しないのが一
般的であるので、その位相差Δφは、大きく変化せず、反射点Ｐ，Ｑごとの位相差Δφｐ
，Δφｑの中間の値になることがほとんどである。この場合、２つの反射点Ｐ，Ｑからの
反射波を合成した合成波が受信信号として受信アンテナ１４－１，１４－２に受信される
と、自レーダ装置１０側からは、それら２つの反射点Ｐ，Ｑの中間に位置する点Ｒの方位
から反射波が反射してきたように見えるのが一般的である。
【００２８】
　しかし、例えばターゲットが相対移動するときなど、反射点と自レーダ装置１０との距
離が変化する状況では、反射点Ｐ，Ｑからの反射波同士が干渉することなどに起因して、
上記した合成波のピーク周波数ｆｒ前後で、受信アンテナ１４－１，１４－２の受信信号
のうちの何れか一方が３６０°位相反転し、両受信信号の位相差Δφが大きく変化するこ
とがある。この場合、２つの反射点Ｐ，Ｑからの反射波を合成した合成波が受信信号とし
て受信アンテナ１４－１，１４－２に受信されると、自レーダ装置１０側からは、それら
２つの反射点Ｐ，Ｑの中間に位置する点Ｒとは大きく異なる点Ｓの方位から反射波が反射
してきたように見えることがある。かかる事態が生じたときにその２つの反射点Ｐ，Ｑの
中間に位置する点Ｒとは大きく異なる点Ｓの方位にターゲットが存在していると判定する
ものと、ターゲット方位が誤検知されるので、ターゲット位置が誤検知されて、その後の
制御処理（例えば、ターゲットの追尾処理や移動軌跡推定処理，警報出力や強制ブレーキ
などの衝突回避制御など）を適切に継続することができなくなってしまう。
【００２９】
　そこで、本実施例の位相モノパルスレーダ装置１０においては、２つの受信アンテナ１
４－１，１４－２に受信される受信信号のビート信号のピーク周波数ｆｒ近傍でそれら２
つの受信アンテナ１４－１，１４－２での受信信号のうち何れか一方の受信信号に位相反
転が生じた場合に、その位相反転が生じた受信信号を少なくとも含む受信信号をターゲッ
ト方位検出に用いないこと、すなわち、両受信信号の位相差に基づいて検出される方位を
自車両に対してターゲットが位置する方位として用いないことで、そのターゲット方位の
検知精度を向上させることとしている。以下、図５乃至図７を参照して、本実施例の特徴
部について説明する。
【００３０】
　図５は、本実施例の位相モノパルスレーダ装置１０において実行される制御ルーチンの
一例のフローチャートを示す。図６は、両受信アンテナ１４－１，１４－２間での各反射
点からの反射波を合成した受信信号の位相差の、周波数に対する変化を、受信信号のピー
ク周波数近傍で位相反転が生じていない場合（Ａ）と生じている場合（Ｂ）とで比較した
図を示す。また、図７は、本実施例の位相モノパルスレーダ装置１０による効果を説明す
るための図を示す。図７（Ａ）には本実施例の位相モノパルスレーダ装置１０と対比され
る対比装置によるターゲット方位検出の結果を、また、図７（Ｂ）には本実施例の位相モ
ノパルスレーダ装置１０によるターゲット方位検出の結果を、それぞれ示す。
【００３１】
　本実施例の位相モノパルスレーダ装置１０においては、送信アンテナ１２からの送信信
号の放射後、その送信信号がターゲットで反射してその反射波が受信アンテナ１４－１，
１４－２に受信されると（ステップ１００）、受信アンテナ１４－１，１４－２ごとの受
信信号がそれぞれ、高周波回路２０－１，２０－２において低周波のビート信号に変換さ
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れた後、ＦＦＴ処理部２２－１，２２－２においてＦＦＴ処理により周波数スペクトラム
に変換される（ステップ１０２）。
【００３２】
　受信アンテナ１４－１，１４－２に受信された各受信信号の周波数スペクトラムの振幅
データはそれぞれ、ピーク検出部２６に供給される。ピーク検出部２６は、各受信信号の
振幅データに基づいて、受信信号において振幅がピークとなるピーク周波数ｆｒを算出す
る（ステップ１０４）。また、上記の各受信信号の周波数スペクトラムの位相データはそ
れぞれ、位相差検出部２８に供給される。位相差検出部２８は、各受信信号の位相データ
に基づいて、周波数ごとのそれら各受信信号の位相の差分（位相差）Δφを算出する（ス
テップ１０６）。
【００３３】
　上記の如く算出したピーク周波数ｆｒ及び位相差Δφのデータは、位相反転検出部３０
に供給される。位相反転検出部３０は、ピーク検出部２６にて算出された受信信号のピー
ク周波数ｆｒと、位相差検出部２８にて算出された周波数ごとの両受信アンテナ１４－１
，１４－２での受信信号の位相差Δφと、に基づいて、そのピーク周波数ｆｒ近傍で両受
信アンテナ１４－１，１４－２での受信信号のうち何れか一方の受信信号に位相反転が生
じているか否かを判別する（ステップ１０８）。
【００３４】
　受信信号のピーク周波数ｆｒ近傍で両受信アンテナ１４－１，１４－２での受信信号の
うち何れか一方の受信信号に位相反転が生じていないときは、図６（Ａ）に示す如く、そ
のピーク周波数ｆｒ近傍で両受信信号の位相差Δφがあまり大きく変動することはない。
一方、その位相反転が生じているときは、図６（Ｂ）に示す如く、そのピーク周波数ｆｒ
近傍で両受信信号の位相差Δφがその位相反転に起因して大きく変動する。
【００３５】
　位相反転検出部３０は、上記したステップ１０８において位相反転が生じているか否か
を判別するうえで、まず、上記のピーク周波数ｆｒ近傍での両受信信号の位相差Δφをサ
ーチする。具体的には、上記のピーク周波数ｆｒを中心にして予め規定される所定の周波
数範囲（ｆｒ－Ｃ～ｆｒ＋Ｃ）の区間で両受信信号の位相差Δφの最大値Δφｍａｘ及び
最小値Δφｍｉｎを求める。そして、その位相差Δφの最大値Δφｍａｘと最小値Δφｍ
ｉｎとの差が所定閾値以上であるか否かを判別する。尚、この所定閾値は、受信アンテナ
１４－１，１４－２での受信信号の何れか一方の位相に３６０°の反転が生じたときに両
受信信号の位相差として生じ得る最小の値である。
【００３６】
　位相反転検出部３０は、上記した位相差Δφの最大値Δφｍａｘと最小値Δφｍｉｎと
の差が所定閾値以上でないと判別した場合は、両受信アンテナ１４－１，１４－２での受
信信号が共にピーク周波数ｆｒ近傍で位相反転していないと判定する。一方、上記した位
相差Δφの最大値Δφｍａｘと最小値Δφｍｉｎとの差が所定閾値以上であると判別した
場合は、両受信アンテナ１４－１，１４－２での受信信号のうち何れか一方がピーク周波
数ｆｒ近傍で位相反転していると判定する。
【００３７】
　ターゲット検出部２４は、位相反転検出部３０が上記したステップ１０８において受信
信号のピーク周波数ｆｒ近傍で両受信アンテナ１４－１，１４－２での受信信号のうち何
れか一方の受信信号に位相反転が生じていないと判別した場合は、通常どおり、両受信ア
ンテナ１４－１，１４－２に受信された受信信号のピーク周波数ｆｒ及び位相差Δφに基
づいて、自車両周囲のターゲットの距離及び方位を算出してその位置を検出する（ステッ
プ１１０）。そして、検出したターゲット位置に基づく制御処理を実行する（ステップ１
１２）。尚、この制御処理としては、例えば、その検出したターゲット位置を用いて、タ
ーゲットを追尾する追尾処理やターゲットの移動軌跡を推定する移動軌跡推定処理，ター
ゲット位置に基づく警報出力や強制ブレーキなどの衝突回避制御などである。
【００３８】
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　一方、ターゲット検出部２４は、位相反転検出部３０が上記したステップ１０８におい
て受信信号のピーク周波数ｆｒ近傍で両受信アンテナ１４－１，１４－２での受信信号の
うち何れか一方の受信信号に位相反転が生じていると判別した場合は、それら両受信信号
を方位検出対象の受信信号から除外し、それら両受信信号の位相差Δφに基づいて検出さ
れる方位を制御処理に用いるターゲット方位として用いない（ステップ１１４）。かかる
方位検出対象除外処理を行った場合は、それら両受信信号を用いることなく制御処理を行
い（例えば、過去の受信信号を用いて制御処理を継続し）、或いは、制御処理自体を中断
する。
【００３９】
　このように、本実施例の位相モノパルスレーダ装置１０においては、２つの受信アンテ
ナ１４－１，１４－２に受信される受信信号の周波数スペクトルのピーク周波数ｆｒを中
心とした所定の周波数範囲（ｆｒ－Ｃ～ｆｒ＋Ｃ）の区間で両受信信号の位相差Δφの最
大値Δφｍａｘと最小値Δφｍｉｎとの差が所定閾値未満であることで、ピーク周波数ｆ
ｒ近傍で両受信信号の位相差Δφの変化量が所定値未満である場合は、ピーク周波数ｆｒ
近傍で両受信信号の何れも位相反転が生じていないとして、通常どおり、両受信信号の位
相差Δφに基づいてターゲットの存在する方位を検出し、その検出方位をターゲット方位
として用いて制御処理を実行する。
【００４０】
　一方、上記のピーク周波数ｆｒを中心とした所定の周波数範囲の区間で両受信信号の位
相差Δφの最大値Δφｍａｘと最小値Δφｍｉｎとの差が所定閾値以上であることで、ピ
ーク周波数ｆｒ近傍で両受信信号の位相差Δφの変化量が所定値以上である場合は、ピー
ク周波数ｆｒ近傍で両受信信号の何れか一方に位相反転が生じているとして、両受信信号
を方位検出対象の受信信号から除外し、それら両受信信号の位相差Δφに基づいて検出さ
れる方位を制御処理に用いるターゲット方位として用いない。
【００４１】
　このため、本実施例の位相モノパルスレーダ装置１０によれば、送信アンテナ１２から
送信された送信信号が同一ターゲットの複数の反射点（具体的には、距離差が小さい複数
の反射点）で反射して、受信アンテナ１４－１，１４－２それぞれにそれら複数の反射点
から反射される反射波を合成した合成波が受信信号として受信される場合、その受信信号
のピーク周波数ｆｒ近傍で受信アンテナ１４－１，１４－２での両受信信号のうち何れか
一方の受信信号に位相反転が生じたときは、受信アンテナ１４－１，１４－２に同時期に
受信される両受信信号がターゲット方位検出に用いられない。
【００４２】
　かかる本実施例の装置構成によれば、受信アンテナ１４－１，１４－２での受信信号の
ピーク周波数ｆｒ近傍で両受信信号のうち何れか一方の受信信号に位相反転が生じたとき
でもそれらの受信信号が共にターゲット方位検出に用いられる装置の構成（図７（Ａ）参
照）とは異なり、同一ターゲットの複数の反射点の中間に位置する方位とは大きく異なる
方位がターゲット方位として用いられる機会を減らすことができる（図７（Ｂ）参照）。
従って、本実施例の位相モノパルスレーダ装置１０によれば、ターゲット方位の検出を精
度よく行うことができ、そのターゲット方位の検知精度を向上させることができ、その結
果として、検出されるターゲット方位を用いた制御処理を適切に実行させることが可能と
なっている。
【００４３】
　尚、上記の第１実施例においては、ターゲット検出部２４が、２つの受信アンテナ１４
－１，１４－２に受信される各受信信号のビート信号の位相差Δφに基づいて、自車両周
囲に存在するターゲットの方位（角度）θを検出することにより特許請求の範囲に記載し
た「ターゲット方位検出手段」が、図５に示すルーチン中ステップ１０８の処理を実行す
ることにより特許請求の範囲に記載した「位相反転判別手段」が、ステップ１１４の処理
を実行することにより特許請求の範囲に記載した「検出対象除外手段」が、それぞれ実現
されている。
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【実施例２】
【００４４】
　上記した第１実施例では、２つの受信アンテナ１４－１，１４－２に受信される受信信
号のビート信号のピーク周波数ｆｒ近傍でそれら２つの受信アンテナ１４－１，１４－２
での受信信号のうち何れか一方の受信信号に位相反転が生じているか否かを判別するのに
、そのピーク周波数ｆｒ前後で両受信信号の位相差Δφの変化量が所定値以上であるか否
か具体的には両受信信号の位相差Δφの最大値Δφｍａｘと最小値Δφｍｉｎとの差が所
定閾値以上であるか否かの判別結果を用いることとしている。これに対して、本発明の第
２実施例においては、別の手法で上記の位相反転が生じているか否かの判別を行うことと
している。
【００４５】
　図８は、本発明の第２実施例である位相モノパルスレーダ装置１００のブロック構成図
を示す。尚、図８において、上記図１に示す構成と同一の構成を示す部分については、同
一の符号を付してその説明を省略又は簡略する。また、図９は、両受信アンテナ１４－１
，１４－２での各反射点からの反射波を合成した受信信号の位相の、ピーク周波数ｆｒ近
傍（ｆｒ－Ｃ～ｆｒ＋Ｃ）の区間の周波数に対する変化を、受信信号のピーク周波数ｆｒ
近傍で位相反転が生じていない場合（Ａ）と生じている場合（Ｂ）とで比較したフェーザ
表示図を示す。
【００４６】
　本実施例の位相モノパルスレーダ装置１００において、ＦＦＴ処理部２２－１，２２－
２には、ターゲット検出部１０２が接続されている。ターゲット検出部１０２は、ピーク
検出部２６及び位相差検出部（図示せず）を有している。ターゲット検出部１０２は、受
信アンテナ１４－１，１４－２に受信される受信信号のビート信号のピーク周波数に基づ
いて、自車両からターゲットまでの距離を検出すると共に、受信アンテナ１４－１，１４
－２に受信される各受信信号のビート信号の位相差Δφに基づいて、自車両周囲に存在す
るターゲットの方位（角度）θを検出する。
【００４７】
　ターゲット検出部１０２は、また、積算演算部１０４を有している。積算演算部１０４
は、ＦＦＴ処理部２２－１に接続される積算演算部１０４－１と、ＦＦＴ処理部２２－２
に接続される積算演算部１０４－２と、からなる。また、積算演算部１０４－１，１０４
－２には、上記のピーク検出部２６が接続されている。積算演算部１０４－１，１０４－
２には、ＦＦＴ処理部２２－１，２２－２で得られた、周波数ごとの位相∠ｕを示す周波
数スペクトラムデータが供給されると共に、ピーク検出部２６で得られたピーク周波数デ
ータが供給される。
【００４８】
　各積算演算部１０４－１，１０４－２はそれぞれ、受信信号のピーク周波数ｆｒ近傍で
の、対応する受信アンテナ１４－１，１４－２に受信される受信信号のビート信号の位相
の変化量を積算する処理を行う。すなわち、積算演算部１０４－１，１０４－２は、受信
アンテナ１４－１，１４－２に受信される受信信号ごとに、受信信号のピーク周波数ｆｒ
を中心にして予め規定される所定の周波数範囲（ｆｒ－Ｄ～ｆｒ＋Ｄ）の区間での対応の
受信信号のビート信号の位相の変化量を積算する。かかる積算が行われると、受信アンテ
ナ１４－１，１４－２ごとにそれぞれ、ピーク周波数ｆｒ近傍の所定の周波数範囲の区間
での受信信号の位相変化の積算量が測定されることとなる。
【００４９】
　積算演算部１０４－１，１０４－２には、積算差検出部１０６が接続されている。積算
差検出部１０６には、各積算演算部１０４－１，１０４－２それぞれで得られた、受信ア
ンテナ１４－１，１４－２ごとの、ピーク周波数ｆｒ近傍の所定の周波数範囲の区間での
受信信号の位相変化の積算量データが供給される。積算差検出部１０６は、積算演算部１
０４－１，１０４－２それぞれからの積算量データに基づいて、受信アンテナ１４－１，
１４－２間の、ピーク周波数ｆｒ近傍の同じ所定の周波数範囲の区間での受信信号の位相
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変化の積算量の差分を算出する。
【００５０】
　ターゲット検出部１０２は、また、ピーク検出部２６及び積算差検出部１０６に接続さ
れる位相反転検出部１０８を有している。位相反転検出部１０８には、受信アンテナ１４
－１，１４－２での受信信号のピーク周波数データ及び上記の受信信号の位相変化の積算
量の差分データが供給される。位相反転検出部１０８は、ピーク検出部２６にて算出され
た受信信号のピーク周波数と、積算差検出部１０６にて算出された受信アンテナ１４－１
，１４－２間の、ピーク周波数ｆｒ近傍の同じ所定の周波数範囲の区間での受信信号の位
相変化の積算量の差に基づいて、そのピーク周波数ｆｒ近傍で両受信アンテナ１４－１，
１４－２での受信信号のうち何れか一方の受信信号に位相反転が生じているか否かを判別
する。
【００５１】
　受信信号のピーク周波数ｆｒ近傍で両受信アンテナ１４－１，１４－２での受信信号の
うち何れか一方の受信信号に位相反転が生じていないときは、図９（Ａ）に示す如く、そ
のピーク周波数ｆｒ近傍での各受信信号の位相の積算量の差があまり大きくない。一方、
その位相反転が生じているときは、図９（Ｂ）に示す如く、そのピーク周波数ｆｒ近傍で
の各受信信号の位相の積算量の差がその位相反転に起因して大きくなる。
【００５２】
　位相反転検出部１０８は、ピーク周波数ｆｒ近傍で両受信アンテナ１４－１，１４－２
での受信信号のうち何れか一方の受信信号に位相反転が生じているか否かを判別するうえ
で、受信アンテナ１４－１，１４－２間の、ピーク周波数ｆｒ近傍の同じ所定の周波数範
囲の区間での受信信号の位相変化の積算量の差が所定値以上であるか否かを判別する。尚
、この所定値は、受信アンテナ１４－１，１４－２での受信信号の何れか一方の位相に３
６０°の反転が生じたときに所定の周波数範囲の区間での各受信信号の位相変化の積算量
の差として生じ得る最小の値である。
【００５３】
　ターゲット検出部１０２は、位相反転検出部１０８が上記の位相変化の積算量の差が所
定値未満であることによりピーク周波数ｆｒ近傍で両受信アンテナ１４－１，１４－２で
の受信信号のうち何れか一方の受信信号に位相反転が生じていないと判別した場合は、通
常どおり、両受信アンテナ１４－１，１４－２に受信された受信信号のピーク周波数ｆｒ
及び位相差Δφに基づいて、自車両周囲のターゲットの距離及び方位を算出してその位置
を検出し、その検出したターゲット位置に基づく制御処理を実行する。
【００５４】
　一方、ターゲット検出部１０２は、位相反転検出部１０８が上記の位相変化の積算量の
差が所定値以上であることによりピーク周波数ｆｒ近傍で両受信アンテナ１４－１，１４
－２での受信信号のうち何れか一方の受信信号に位相反転が生じていると判別した場合は
、少なくとも位相反転が生じた受信信号を含む受信信号を方位検出対象の受信信号から除
外し、両受信信号の位相差Δφに基づいて検出される方位を制御処理に用いるターゲット
方位として用いない。
【００５５】
　このように、本実施例の位相モノパルスレーダ装置１００においては、２つの受信アン
テナ１４－１，１４－２間の、ピーク周波数ｆｒ近傍の同じ所定の周波数範囲（ｆｒ－Ｄ
～ｆｒ＋Ｄ）の区間での受信信号の位相変化の積算量の差が所定値未満である場合は、ピ
ーク周波数ｆｒ近傍で両受信信号の何れも位相反転が生じていないとして、通常どおり、
両受信信号の位相差Δφに基づいてターゲットの存在する方位を検出し、その検出方位を
ターゲット方位として用いて制御処理を実行する。
【００５６】
　一方、２つの受信アンテナ１４－１，１４－２間の、ピーク周波数ｆｒ近傍の同じ所定
の周波数範囲（ｆｒ－Ｄ～ｆｒ＋Ｄ）の区間での受信信号の位相変化の積算量の差が所定
値以上である場合は、ピーク周波数ｆｒ近傍で両受信信号の何れか一方に位相反転が生じ
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ているとして、少なくとも位相反転が生じた受信信号を含む受信信号を方位検出対象の受
信信号から除外し、それら両受信信号の位相差Δφに基づいて検出される方位を制御処理
に用いるターゲット方位として用いない。
【００５７】
　このため、本実施例の位相モノパルスレーダ装置１００においても、送信アンテナ１２
から送信された送信信号が同一ターゲットの複数の反射点（具体的には、距離差が小さい
複数の反射点）で反射して、受信アンテナ１４－１，１４－２それぞれにそれら複数の反
射点から反射される反射波を合成した合成波が受信信号として受信される場合、その受信
信号のピーク周波数ｆｒ近傍で受信アンテナ１４－１，１４－２での両受信信号のうち何
れか一方の受信信号に位相反転が生じたときは、少なくともその位相反転が生じた受信信
号或いは受信アンテナ１４－１，１４－２に同時期に受信される両受信信号がターゲット
方位検出に用いられない。
【００５８】
　かかる本実施例の装置構成においても、同一ターゲットの複数の反射点の中間に位置す
る方位とは大きく異なる方位がターゲット方位として用いられる機会を減らすことができ
る。従って、本実施例の位相モノパルスレーダ装置１００においても、ターゲット方位の
検出を精度よく行うことができ、そのターゲット方位の検知精度を向上させることができ
、その結果として、検出されるターゲット方位を用いた制御処理を適切に実行させること
が可能となっている。
【００５９】
　尚、上記の第２実施例においては、ターゲット検出部１０２及び位相反転検出部１０８
が、２つの受信アンテナ１４－１，１４－２間の、ピーク周波数ｆｒ近傍の同じ所定の周
波数範囲（ｆｒ－Ｄ～ｆｒ＋Ｄ）の区間での受信信号の位相変化の積算量の差が所定値以
上である場合に、ピーク周波数ｆｒ近傍で両受信信号の何れか一方に位相反転が生じてい
ると判別することにより特許請求の範囲に記載した「位相反転判別手段」が実現されてい
る。
【００６０】
　ところで、上記の第２実施例においては、ピーク周波数ｆｒ近傍の同じ所定の周波数範
囲（ｆｒ－Ｄ～ｆｒ＋Ｄ）の区間での受信信号の位相変化の積算量を測定したうえで、２
つの受信アンテナ１４－１，１４－２間のその積算量の差が所定値以上であるか否かを判
別して、ピーク周波数ｆｒ近傍で両受信信号の何れか一方に位相反転が生じていると判別
することとしているが、本発明はこれに限定されるものではない。例えば、位相が反転す
る受信アンテナ１４－１，１４－２のみ受信信号の位相変化の積算量が３６０°（２π）
を超えるように周波数範囲（ｆｒ－Ｄ～ｆｒ＋Ｄ）の区間を規定する値Ｄを適切に設定し
、位相反転が生じた場合に一方の受信アンテナ１４－１，１４－２の受信信号の位相軌跡
が３６０°（２π）以上回転して交差するようにすると、上記の積算量を測定することな
く、上記の位相軌跡が３６０°（２π）以上回転して交差するか否かに基づいて、ピーク
周波数ｆｒ近傍で両受信信号の何れか一方に位相反転が生じているか否かを判別すること
としてもよい。
【００６１】
　また、上記の第１及び第２実施例においては、受信アンテナ１４が２つの受信アンテナ
１４－１，１４－２からなるものとしたが、本発明はこれに限定されるものではなく、３
つ以上の受信アンテナ１４－１，・・・，１４－ｎ（ｎ≧３）からなるものとしてもよい
。
【符号の説明】
【００６２】
　１０，１００　位相モノパルスレーダ装置
　１２　送信アンテナ
　１４，１４－１，１４－２　受信アンテナ
　２４，１０２　ターゲット検出部
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　２６　ピーク検出部
　２８　位相差検出部
　３０，１０８　位相反転検出部
　１０４，１０４－１，１０４－２　積算演算部
　１０６　積算差検出部
　Δφ　位相差
　θ　方位

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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